
東北を　　元気にする
新しいツーリズムのかたち

JALは、東北地方の復興を応援し続けてきました。
このたび、新たに始めたのが、「防災ツーリズム」の推進です。
なぜ東北の復興に「防災ツーリズム」が効果的なのか。
その背景と、JALの新たな取り組みを紹介します。

「防災ツーリズム」とJALの取り組み
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東
北
地
方
の
地
域
経
済
の

復
興
は
こ
れ
か
ら
が
本
番

2
0
1
1
年
の
東
日
本
大
震
災
以
降
、

J
A
L
グ
ル
ー
プ
で
は
、
東
北
地
方
の
復

興
に
少
し
で
も
貢
献
で
き
る
よ
う
、
さ
ま
ざ

ま
な
取
り
組
み
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。　

2
0
1
3
年
に
は
「
J
A
L 

東
北
応
援

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
『
行
こ
う
! 

東
北
へ
』」
を

ス
タ
ー
ト
。
東
北
地
方
へ
の
チ
ャ
ー
タ
ー
便

の
運
航
や
、
東
北
方
面
へ
の
ツ
ア
ー
拡
充
の

ほ
か
、
東
北
の
名
産
品
を
機
内
や
空
港
ラ
ウ

ン
ジ
で
販
売
す
る
な
ど
、
東
北
の
観
光
や
地

域
の
活
性
化
を
推
進
す
る
お
手
伝
い
を
続
け

て
き
ま
し
た
。

ま
た
、
同
じ
く
2
0
1
3
年
か
ら
は
、

J
A
L
グ
ル
ー
プ
社
員
を
対
象
と
し
た
「
復

興
応
援
研
修
」
も
実
施
し
て
い
ま
す
。
社
員

自
身
が
東
北
の
被
災
地
を
訪
れ
、
実
際
に

「
見
て
、
感
じ
て
、
食
べ
て
、
買
い
物
を
し

て
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
従
事
す
る
」
プ

ロ
グ
ラ
ム
で
、
4
年
間
で
7
7
7
名
が
参

加
し
て
い
ま
す
。

大
震
災
か
ら
約
6
年
半
が
経
過
し
た
現

在
、
被
災
地
の
復
興
は
少
し
ず
つ
進
ん
で
は

い
る
も
の
の
、
東
北
地
方
全
体
の
地
域
経
済

は
、
過
渡
期
に
立
た
さ
れ
て
い
ま
す
。

震
災
直
後
の
復
興
需
要
が
い
っ
た
ん
落
ち

着
き
、
他
地
域
か
ら
の
関
心
が
薄
れ
始
め
る

と
、
東
北
の
地
域
経
済
は
、
再
び
苦
境
に
立

地域と
ともに

もっと
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東北6県
126.8％

東北の復興を本気で応援するには、「地域の声に耳を傾け、ともに歩むこと」が大切
だと考えた JALグループは、2016年7月、宮城県仙台市に「東北地域活性化推進室」を
設置しました。

仙台を中心に、東北で暮らす地域の皆さまと密に連携を取りながら、「東北資源の発
掘、発信の提案」 「東北地域活性化への貢献」 「事業やイベントへの参画」の三つの役割
を果たすべく、今後、多彩な取り組みを展開していきます。

これまで、東北芸術工科大学の東北における美術を考えるプロジェクト「東北画は
可能か?」の情報発信協力のほか、東北6県の事業所の皆さまとJAL関係先企業を結ぶ

「伊達な商談会」など、さまざまな活動を行っています。

“東北の元気”をお手伝いする窓口に　東北地域活性化推進室

● 外国人宿泊者数の推移（図1）

2010年度 2016年度

全国 2,602 .3 6 ,406 .7

東北6県 50.5 64 .1

17 明日の翼  Vol.09 16明日の翼  Vol.09

た
さ
れ
か
ね
ま
せ
ん
。
今
後
、
大
切
に
な
っ

て
く
る
の
は
、
一
時
的
な
復
興
事
業
と
は

違
っ
た
、
新
た
な
産
業
の
振
興
で
す
。
東
北

地
方
の
本
当
の
復
興
は
、
こ
れ
か
ら
が
本
番

な
の
で
す
。

外
国
人
観
光
客
の
誘
客
が

東
北
地
方
復
興
の
切
り
札
に

そ
ん
な
東
北
の
地
域
経
済
に
と
っ
て
、
今
、

大
き
な
チ
ャ
ン
ス
と
な
り
う
る
の
が
「
イ
ン

バ
ウ
ン
ド
需
要
」
で
す
。

日
本
を
訪
れ
る
外
国
人
観
光
客
数
は
、

近
年
急
激
な
伸
び
を
み
せ
て
い
ま
す
。

2
0
1
6
年
度
は
2
4
0
0
万
人
を
超
え
、

政
府
は
2
0
2
0
年
度
の
訪
日
外
国
人
観
光

客
の
目
標
数
を
、
こ
れ
ま
で
の
2
0
0
0
万

人
か
ら
、
一
気
に
倍
の
4
0
0
0
万
人
へ
と

上
方
修
正
し
ま
し
た
。

と
は
い
え
、
新
た
な
目
標
を
達
成
す
る
に

は
、
課
題
が
存
在
し
ま
す
。
そ
の
一
つ
が
地

域
の
偏
り
。
現
在
、
外
国
人
観
光
客
の
主
な

滞
在
先
は
、
東
京
、
静
岡（
富
士
山
周
辺
）、

京
都
、
大
阪
の
「
ゴ
ー
ル
デ
ン
ル
ー
ト
」
と

呼
ば
れ
る
地
域
に
集
中
し
て
い
ま
す
。
こ
う

し
た
人
気
地
域
で
は
、
近
い
将
来
、
宿
泊
施

設
な
ど
の
受
け
入
れ
態
勢
が
い
っ
ぱ
い
に

な
っ
て
し
ま
う
可
能
性
も
予
想
さ
れ
て
い

ま
す
。

一
方
で
、
東
北
地
方
の
外
国
人
宿
泊
者
数

の
推
移（
2
0
1
0
年
比
）は
2
0
1
6
年

で
全
国
平
均
の
約
半
分（
図
1
参
照
）。
宿

泊
施
設
の
稼
働
率
も
、
2
0
1
6
年
は
宮

城
県
が
約
60
％
、
他
の
5
県
も
55
％
未
満

と
、
大
き
く
出
遅
れ
て
い
る
の
が
現
状
で

す
。
で
す
が
、
こ
れ
は
逆
に
い
え
ば
、
東
北

地
方
に
は
、
ま
だ
ま
だ
外
国
人
観
光
客
を
受

け
入
れ
る
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
残
さ
れ
て
い
る

と
い
う
こ
と
。
今
後
、
外
国
人
観
光
客
を
東

北
へ
と
誘
客
で
き
れ
ば
、
日
本
全
体
で
の
イ

ン
バ
ウ
ン
ド
拡
大
が
目
指
せ
る
の
は
も
ち

ろ
ん
、
東
北
の
地
域
創
生
に
も
つ
な
が
る
の

で
す
。

「
防
災
ツ
ー
リ
ズ
ム
」で
震
災
の

経
験
と
東
北
の
魅
力
を
世
界
へ

こ
う
し
た
状
況
を
ふ
ま
え
、
今
、
注
目
が

集
ま
っ
て
い
る
の
が
「
防
災
ツ
ー
リ
ズ
ム
」

で
す
。
近
年
、
国
際
的
に
関
心
が
高
ま
っ
て

い
る
「
防
災
」
と
、「
教
育
」、
そ
し
て
「
観

光
」
を
か
け
合
わ
せ
た
こ
の
新
た
な
ツ
ー
リ

ズ
ム
の
提
案
は
、
東
北
地
方
の
活

性
化
は
も
ち
ろ
ん
、
防
災
教
育
の

普
及
に
も
役
立
つ
試
み
と
し
て
、

政
府
、
地
方
自
治
体
、
研
究
機
関

や
企
業
な
ど
が
協
力
し
な
が
ら
、

さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
が
進
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

も
ち
ろ
ん
J
A
L
グ
ル
ー
プ

で
も
、「
防
災
ツ
ー
リ
ズ
ム
」
の

推
進
に
向
け
た
取
り
組
み
を
始
め

て
い
ま
す（
図
2
参
照
）。
例
え

ば
、
公
益
財
団
法
人
J
A
L
財

団
が
実
施
し
て
い
る
ア
ジ
ア
・
オ

セ
ア
ニ
ア
の
大
学
生
を
日
本
に
招

待
す
る
「
J
A
L
ス
カ
ラ
シ
ッ

プ
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
や
、
冒
頭
で
紹

介
し
た
社
員
向
け
の
「
復
興
応
援

研
修
」
な
ど
に
は
、
今
後
順
次
、

東
北
の
被
災
地
や
資
料
館
の
訪
問

な
ど
を
含
め
た
「
防
災
教
育
」
を
導
入
。
ま

た
、
2
0
1
7
年
11
月
に
開
催
さ
れ
る
「
世

界
防
災
フ
ォ
ー
ラ
ム
／
防
災
ダ
ボ
ス
会
議

＠
仙
台 

2
0
1
7
」
に
お
い
て
も
、
さ
ま

ざ
ま
な
「
防
災
ツ
ー
リ
ズ
ム
」
の
啓
発
活
動

を
展
開
す
る
予
定
で
す
。

J
A
L
グ
ル
ー
プ
で
は
、
国
や
地
方
自

治
体
、
東
北
大
学
、
旅
行
会
社
や
地
域
の
皆

さ
ま
な
ど
と
連
携
し
、
今
後
の
東
北
の
地
域

経
済
の
発
展
と
、
人
的
交
流
の
き
っ
か
け
と

な
る
よ
う
「
防
災
ツ
ー
リ
ズ
ム
」
を
推
進
し

て
い
き
ま
す
。

COLUMN

（単位：万人泊）

JALグループ社員を対象とした
「復興応援研修」での

防災教育プログラムの導入
（2017年度下期以降）

産学官協同の
“ALL JAPAN体制”で、

防災ツーリズムの
継続的な発展を目指す

東北地方への「防災ツーリズム」推進へ向けたJALの取り組み（図2）

アジア・オセアニアの大学生を対象とした
「JALスカラシッププログラム」

への防災教育プログラムの導入
（2019 年度以降）

3 4

防災ツーリズムの
展開に向け、

旅行会社との連携強化

5 6

東北の観光素材と
防災教育との融合による、

新しい魅力の提案

2017年11月に開催される
「世界防災フォーラム／

防災ダボス会議＠仙台 2017」での
「防災ツーリズム」啓発
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